
平成２１年度経営計画の評価の公表について 
 

県内の景気は、一昨年秋口の世界的な金融危機の影響から急速に悪化し、低迷しておりましたが、政府の経済対策の効果

や新興国の成長に支えられた輸出の拡大などにより、持ち直しの動きがみられてまいりました。しかしながら、地域経済は

依然として厳しい状況が続いております。 

このような状況下、当協会は、緊急保証制度などの政策保証に積極的に取組むとともに、返済条件の緩和、そして相談対

応など、中小企業金融の円滑化に資するよう努めてまいりました。 

保証承諾額は 1,422 億円と前期に比べ 13.7％減少しましたが、過去４番目の高水準で推移しました。また、代位弁済額に

つきましても、86 億円と過去 2番目の額となりました。 

 ここに、平成２１年度経営計画の評価について、外部評価委員会の意見等を添え公表いたします。 

 今後とも、懇切丁寧で迅速な対応を旨として、信用保証機能の適切な発揮に努めるとともに、「地域に信頼され、ともに

歩む保証協会」を目指し、協会挙げて尽力してまいりたいと考えておりますので、一層のご理解、ご支援を賜りますようお

願い申し上げます。 

 

平成 22 年 7 月    

 

富山県信用保証協会 

会 長 齋田 道男 
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１．平成２１年度経営計画の自己評価 

富山県信用保証協会 

１ 業務環境 

（１）地域経済及び中小企業の動向 

県内の経済は、国の経済対策の効果もあり個人消費や生産の一部に持ち直しの動きが見られた。しかし、住宅建設、

設備投資は低水準で推移するなど依然厳しい状況にある。 

中小企業を取り巻く環境は、製造業では需要の停滞、生産単価の低下等で厳しさが続いており、大企業に比べると

回復が遅れている。 

建設業では公共投資の底堅い動きがあるものの、民間の設備投資、住宅建設ともに低調に推移し、引き続き厳しい

状況が続いている。 

販売業では消費者物価の下落が続き、大型小売店、コンビニエンスストアの売上高は減少している。しかし、エコ

ポイントやエコカー減税などの経済対策効果により家電や自動車販売は増加に転じており、一部持ち直しの動きも見

られた。また、家計調査によると、県内の平均消費支出は実質で前年に比べ減少が続いていたが、僅かながら増加に

転じている。 

 

（２）県内企業の資金繰り状況 

県内企業の資金繰りは、年間を通して緩やかながら改善の動きが見られるが、依然として苦しいとする先が多い状

況となっている。 

また、先行きについては生産水準・単価の低迷等不透明感があり、慎重な見方が多い。 

なお、貸出（末残）は２１年１０月以降法人向けを中心に前年比マイナスが続いた。 

 

（３）県内の倒産状況 

県内の倒産は、147 企業（前期比 100.7％）、485 億 91 百万円（前期比 104.4％）と企業数、負債金額ともに前期

をやや上回った。しかし、２１年度上期が 80 企業、299 億 36 百万円であったのに対して、２１年度下期は 67 企業、 
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１．平成２１年度経営計画の自己評価 

富山県信用保証協会

186 億 55 百万円と減少傾向が見られた。 

 

（４）県内の雇用情勢 

     県内の雇用情勢は依然として厳しさが続き、有効求人倍率は 0.50 を切る状況が続いていたが、このところ若干の

改善が見られ 0.50 を上回る状況となっている。 

 

２ 重点課題について 

（１）保証部門 

①セーフティーネット保証、政策保証及び資金調達の多様化に資する各種保証制度の積極的な推進 

保証承諾額は、1,421 億 94 百万円（前期比 86.3％）と減少したが、過去４番目に多い承諾額となった。緊急保証

は、県経済変動対策緊急融資の融資利率及び保証料率の引下げ等により、876 億 75 百万円（前期比 135.6％）と増加

し、保証承諾額全体の 61.7%となった。 

また、自治体制度保証の構成比は、保証承諾額に対して 81.4％、保証債務残高に対して 70.8％といずれも過去最

高となった。一方、特定社債保証（前期比 93.9％）、当座貸越根保証（前期比 72.9％）、流動資産担保保証（前期

比 56.1％）は減少した。 

なお、創業関連保証は、237 件（前期比 124.1％）、13 億 78 百万円（前期比 129.4％）と増加した。 

 

②相談機能の充実 

保証相談は、緊急保証制度が浸透したこともあり、499 件（前期比 71.2％）と比較的落着いた状況であったが、中

小企業庁主催のワンストップ・サービス・デイや県商工会連合会主催の一日経営安定相談会などに中小企業診断士の

職員を主体に参加するとともに、政府系金融機関との合同相談会を開催した。 

また、年末・年度末においては、夜間（平日）及び休日の相談窓口を開き、積極的に経営相談に応じた。 
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１．平成２１年度経営計画の自己評価 

富山県信用保証協会 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③保証審査の迅速化、円滑化及び利便性の向上 

業務部内の会議を毎月開催し、保証審査事務の改善・効率化について取組むとともに、金融機関本部に対して、保

証申込時の添付書類、留意事項を文書にて３回通知した。この結果、保証承諾所要日数は 5.5 日（前期 5.7 日）とな

った。 

     保証協会団体信用生命保険については、関係法令の大幅改正もあったことから、２１年度中の実施を見送り、２２

年５月から取扱いを開始するよう準備を進めた。 

 

（２）期中管理部門 

①経営支援、再生支援の充実 

県中小企業再生支援協議会との情報交換会を延べ２３回実施するなかで、再生支援チームにより２企業について事

業再生に取組んだが、両企業とも経済環境の悪化を背景として再建計画が進展しなかった。 

 

②「約定書例の解説と解釈指針」の遵守とその周知 

     業務部と管理部で四半期ごとに４回の事例検討会を行い、保証免責疑義の事例、保証審査時における金融機関に対

する注意喚起事項などについて協議するなど、「約定書例の解説と解釈指針」の遵守に努めた。 

     また、金融機関に対し、免責案件が増える傾向にあることから、設備資金を融資する際の注意事項と最近の保証免

責疑義事例について文書通知したほか、保証業務講座、説明会等においても「約定書例の解説と解釈指針」の周知を

図った。 

 

③金融機関に対する保証付融資の適正な管理の要請 

     協会主催の業務講座（5 回）、金融機関主催の個別研修会（1 回）、金融機関への個別訪問（11 回）の機会に、保

証付融資の適切な管理を要請した。 

また、事故報告未提出の延滞先については、金融機関へ保証先の状況を照会（381 先）し、延滞解消の見込み又は 
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経営破綻見込みなど経営実態を早期に把握し、条件変更等必要な措置に早期に取組むよう努め、122 先、13 億 84 百

万円について正常化が図られた。 
 

④業況悪化懸念企業等の早期把握と早期正常化 

特定先として選定した 566 先（主企業 415 先、関連企業 151 先）のうち、決算書の取り受けは 447 先（主企業 389

先、関連企業 58 先）であった。 

また、実地調査 17 先（前期 15 先）、面談 199 先（前期 239 先）に対して経営支援、指導を行った。 

 

（３）回収部門 

①求償権の適切な状況把握 

     求償権の状況を適切に把握するため、呼び出し等により来協を依頼するだけでなく、毎月１０回程度の現地訪問に

より積極的な交渉を行った。 

 

②一括回収、担保処分の促進 

     少額分割弁済先に対する一括弁済交渉や、保証能力の劣化が懸念される先へ 積極的に交渉し、一括回収 99 先、2

億 80 百万円（前期 94 先、3億 38 百万円）と金額では前期を下回ったものの先数では増加した。 

  また、担保の処分では、期限を設けて任意処分を推進し、長期化しているものは競売への移行に努めた結果、任意

処分 75 先（前期 73 先）、競売申立 33 先（前期 19 先）となった。 

 

   ③分割弁済不履行先の督促強化 

３回以上延滞先、少額分割弁済先について回収強化月間として７月と１１月に計 174 先に対し夜間督促を行うなど

督促を強化した。この結果、19 先から 27 百万円（前期 36 百万円）を一括回収し、30 先から計月 1 百万円の増額約束

を取り受けた。 
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１．平成２１年度経営計画の自己評価 
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   ④保証協会債権回収㈱の活用 

  毎月の定期委託と無担保化した求償権の一括委託を合わせて、154 企業、24 億 33 百万円（前期 149 企業、23 億 58

百万円）を委託した。 

遠隔地求償権先の回収委託については対象先がなかった。 

 

⑤求償権の効率的な管理 

回収見込みのない求償権を効率的に管理するため、管理事務停止稟議は 463 件、25 億 29 百万円（前期 400 件、21

億 22 百万円）、求償権整理は 46 件、2 億１百万円（前期 41 件、1 億 18 百万円）となり、どちらも件数、金額とも

に前期を上回った。 

 

（４）コンプライアンス部門 

   ①コンプライアンス体制の充実・強化 

     コンプライアンス実施計画に基づき、定期的にコンプライアンス推進担当者会議を開催し、コンプライアンス意識

の一層の向上とその点検に努めた。 

     また、顧客の企業情報や個人情報保護の徹底に努め、個人データの取扱状況の点検を実施した。 

さらに、県警・県暴力追放センターの協力により反社会的勢力等の排除のための研修を実施するとともに、反社会

的勢力等に対応するための情報管理及び対応要領等の体制整備に着手した。 

 

   ②危機管理体制の強化 

緊急事態に適切に対応するため、「新型インフルエンザ発生にかかる事業継続計画」を策定し、危機管理体制の強

化に努めるとともに、発生段階に応じて職員への注意喚起を図った。 

また、被災による影響を最小限に留めるため、保証協会システムセンター㈱と連携した事業継続計画を作成した。 
さらに、苦情が業務改善に資する役割を改めて認識し、日常的な業務の中から苦情を把握し、適切に対応できるよ 
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う苦情処理体制の充実に努めた。 
 
   ③運営規律の充実 

     業務の多様化、複雑化に対応するため、規程や事務手順書等の整備を進めた。 

     また、検査計画に基づく内部検査を実施し、不正過誤の未然防止、業務の改善に努めた。 

 
 （５）企画総務部門 

①中小企業者、金融機関、商工団体等の要望に応える広報活動 

     保証利用先へのアンケートを実施し、協会に対するニーズの把握に努めるとともに、保証だより（月報）、ホーム

ページ、保証業務講座の開催等により協会業務全般について広報に努めた。 

 
   ②各種保証制度の積極的な活用に向けたきめ細かな周知 

     新たな保証制度の内容や取扱手続き等も含めて、パンフレットの作成、信用保証制度一覧表の改訂、制度説明会、

保証業務講座の開催等により周知に努めた。 

     しかし、緊急保証の利用が多いなかにあって、新たな保証制度利用は低調であった。 

 

   ③中小企業者へのきめ細かなサービスの提供 

     中小企業庁、県、商工団体等関係機関又は協会主催の経営相談会等で経営相談に応じるとともに、年末・年度末に

は特別相談窓口を開設した。また、タイムリーな情報提供のため経済講演会を開催した。 

 

   ④情報提供のための情報公開の徹底や電算システムの充実 

     ホームページの更新、ディスクロージャー誌の発刊により業務内容等の情報提供に努めた。 
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⑤人材の育成による信頼される職場づくり 

     全国信用保証協会連合会等主催の集合研修への参加（延 21 人）、職員の自主研修の支援（延 14 人）等により資格

取得の支援、人材の育成、コミュニケーション能力向上等に努めた。 

 

⑥活力ある職場づくり 

   衛生委員会を開催し、職員の健康管理の充実や職場環境の改善に努め、健康で活気ある職場づくりに努めた。 
   年間総労働時間を縮減するため次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し、時間外労働時間

の縮減に努めた。 
職員の社会貢献活動の支援のためボランティア情報の収集を行った。 

 

 ⑦運営基盤の確立 

     全国信用保証協会連合会の財政基盤の強化を図るための無利子貸付金制度を利用し、１億 40 百万円の借入を行っ

た。 

経営の効率化等収支改善に努め、当期収支差額から基金準備金に 49 百万円を繰入した。 

なお、資金運用計画に基づき、安全、有利な資金運用に努めたが、金利の低下により運用益は 2億 28 百万円（前期

2億 49 百万円）にとどまった。 
 

３ 事業計画について（10 頁「２．事業計画」参照） 

１頁記載の環境の下、２０年１０月に創設された緊急保証の増加により、上期は前期比 51.1％増であったが、下期は

反動により前期比 41.1％減となり、結果として保証承諾は、1,421 億 94 百万円（計画比 89.7％、前期比 86.3％）、期末

保証債務残高は、3,269 億 55 百万円（計画比 106.0％、前期比 106.4％）となった。 

代位弁済は、336 企業（前期比 98.8％)、85 億 61 百万円（計画比 90.1％、前期比 96.3％）と下回ったが、厳しい経済 
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環境を反映して２０年度に次ぐ過去２番目の多さとなった。 

    実際回収は、一括回収や担保処分の促進等により 16 億 26 百万円（計画比 108.4％、前期比 109.7％）となった。 

 

４ 収支計画について（11 頁「３．収支計画」参照） 

    年度経営計画に基づき、保証業務の適正な運営や経営の効率化等に努め、当期収支差額は 97 百万円（前期は収支差額

ゼロ）であった。 

収支に係る主な増減要因は次のとおりである。 

    経常収支については、経常収入は保証承諾額の減少、保証料率引き下げによる保証料収入の減少や、運用資産収入の減

少等により 34 億 31 百万円（計画比 101.4％、前期比 96.69％）となった。 

    経常支出は、業務費の圧縮や信用保険料の減少により 22 億 41 百万円（計画比 96.1％、前期比 88.4％)となった。 

この結果、経常収支差額は、11 億 90 百万円（計画比 113.2％、前期比 118.2％）となった。 

一方、経常外収支は、保証債務残高、代位弁済、実際回収等の事業実績に基づき所定の経理基準により処理した結果、

経常外収入は、97 億 11 百万円（計画比 96.2％、前期比 117.0％）、 経常外支出は、109 億 4 百万円（計画比 94.7％、

前期比 114.0％）となり、経常外収支差額は、△11 億 93 百万円（計画比 84.3％、前期比 94.2％）となった。 

   これにより経常及び経常外収支差額は△3百万円となった。  

    また、金融安定化特別会計では、収支差額が△30 百万円（計画比 50.8％)となり、金融安定化特別基金を同額取崩して

補填した。 

   更に、流動資産担保保証や特定社債保証の求償権自己償却分に相当する額 70 百万円を制度改革促進基金より取崩した。 

    この結果、当期収支差額は 97 百万円となった。 
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５ 財務計画について（12 頁「４．財務計画」参照） 

基本財産のうちの基金は、49 億 85 百万円で前期と同額であった。 

   基本財産のうちの基金準備金は、収支差額 97 百万円から 49 百万円を繰入れ、93 億 73 百万円（前期比 100.5％）とな

った。 

  基本財産のうちの金融安定化特別基金は、今年度をもって同特別会計が廃止され、同基金残額 14 億７百万円を損失補

償金に振替されることとなった。 

   この結果、期末基本財産合計は、143 億 58 百万円（前期比 91.2％）となった。 

 

財政援助では、制度改革促進基金について、基金補助金受領分 46 百万円（前期比 55.4％）を造成したが、70 百万円（前

期ゼロ）を取崩したため、同基金は期末で 3億 95 百万円（前期比 94.5％）となった。 

地方公共団体からは、「事務補助金」計上分の保証料補給 1 億 79 百万円（前期比 100.6％）及び損失補償補填金 2 億

75 百万円（前期比 140.3％）を受領した。 
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２．事業計画

21年度計画

金　　額 金　　額 対計画比 対前年度実績比 金　　額 対前年度計画比 対前年度実績比

158,500 142,194 89.7 86.3 139,500 88.0 98.1

308,500 326,955 106.0 106.4 329,000 106.6 100.6

305,900 317,297 103.7 112.8 328,000 107.2 103.4

9,500 8,561 90.1 96.3 8,400 88.4 98.1

1,500 1,626 108.4 109.7 1,600 106.7 98.4

2,610 2,203 84.4 90.5 2,377 91.1 107.9

　（注）１代位弁済は元利合計値

　　　　２実際回収はサービサー委託分も含む

求 償 権 残 高

21年度実績 22年度計画

保 証 承 諾

保 証 債 務 残 高

保 証 債 務 平 均 残 高

代 位 弁 済

　　　　　       　年　度
  項　目

(単位：百万円、％)

実 際 回 収

富山県信用保証協会
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３．収支計画

21年度計画

金　額 金　額 対計画比 対前年度実績比 債務平残比 金　額 対前年度計画比 対前年度実績比 債務平残比

　経常収入 3,384 3,431 101.4 96.9 1.08 3,214 95.0 93.7 0.98

保 証 料 2,887 2,922 101.2 94.8 0.92 2,422 83.9 82.9 0.74

運 用 資 産 収 入 216 228 105.6 91.6 0.07 206 95.4 90.4 0.06

責 任 共 有 負 担 金 70 68 97.1 - 0.02 314 448.6 461.8 0.10

そ の 他 211 213 100.9 101.4 0.07 272 128.9 127.7 0.08

　経常支出 2,333 2,241 96.1 88.4 0.71 2,272 97.4 101.4 0.69

業 務 費 790 767 97.1 94.0 0.24 785 99.4 102.3 0.24

借 入 金 利 息 0 0 - - - 0 - - -

信 用 保 険 料 1,543 1,474 95.5 90.3 0.46 1,487 96.4 100.9 0.45

雑 支 出 0 0 - - - 0 - - -

　経常収支差額 1,051 1,190 113.2 118.2 0.38 942 89.6 79.2 0.29

　経常外収入 10,094 9,711 96.2 117.0 3.06 9,813 97.2 101.1 2.99

償 却 求 償 権 回 収 金 210 205 97.6 108.5 0.06 218 103.8 106.3 0.07

責 任 準 備 金 戻 入 1,944 1,902 97.8 110.8 0.60 2,081 107.0 109.4 0.63

求償権償却準備金戻入 586 548 93.5 262.2 0.17 656 111.9 119.7 0.20

求 償 権 補 填 金 戻 入 7,354 7,056 95.9 114.0 2.22 6,858 93.3 97.2 2.09

そ の 他 0 0 - - - 0 - - -

　経常外支出 11,510 10,904 94.7 114.0 3.44 10,885 94.6 99.8 3.32

求 償 権 償 却 8,935 8,329 93.2 117.0 2.62 8,187 91.6 98.3 2.50

責 任 準 備 金 繰 入 1,976 2,052 103.8 107.9 0.65 2,093 105.9 102.0 0.64

求償権償却準備金繰入 599 518 86.5 94.5 0.16 605 101.0 116.8 0.18

そ の 他 0 5 - 250.0 0.00 0 - - -

　経常外収支差額 △ 1,416 △ 1,193 84.3 94.2 △ 0.38 △ 1,072 75.7 89.9 △ 0.33

59 30 50.8 66.7 0.01 - - - -

- 70 - - 0.02 65 - 92.9 0.02

306 - - - - 65 21.2 - 0.02

0 97 - - 0.03 0 - - -

- 48 - - 0.02 - - - -

- 49 - - 0.02 - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

金融安定化特別基金繰入額

基 金 取 崩 額

収支差額変動準備金繰入額

基 金 準 備 金 繰 入 額

基 金 準 備 金 取 崩 額

　　　　　　　　　　　年度
　項目

富山県信用保証協会

　当期収支差額

(単位：百万円、％)

21年度実績 22年度計画

金融安定化特別基金取崩額

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金取崩額
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４．財務計画

21年度計画

金　額 金　額 対計画比
対前年度
実績比

金　額
対前年度
計画比

対前年度
実績比

金　額
対前年度
実績比

県 - - - - - - - 　国からの財政援助 46 55.4

市町 - - - - - - - 基金補助金 46 55.4

金融機関 - - - - - - - 　地方公共団体からの財政援助 454 121.4

　合計 - - - - - - - 保証料補給(「保証料」計上分) - -

　基金取崩 - - - - - - - 保証料補給(「事務補助金」計上分) 179 100.6

　基金準備金繰入 - 49 - - - - - 損失補償補填金 275 140.3

　基金準備金取崩 - - - - - - - 借入金運用益 - -

　金融安定化特別基金繰入 - - - - - - - 　責任共有負担金 68 -

　金融安定化特別基金取崩 59 30 50.8 66.7 - - -

基金 4,985 4,985 100.0 100.0 4,985 100.0 100.0

基金準備金 9,325 9,373 100.5 100.5 9,324 100.0 100.0

金融安定化特別基金 1,373 - - - - - -

　合計 15,683 14,358 91.6 91.2 14,309 91.2 99.7

未定 46 - 55.4 - - -

- 70 - - 65 - -

未定 395 - 94.5 396 - 100.3

- 48 - - - - -

306 - - - 65 - -

3,184 3,475 109.1 101.4 3,180 99.9 91.5

収 支 差 額 変 動 準 備 金 取 崩

収支差額変動準備金期末残高

(単位：百万円、％)

制 度 改 革 促 進 基 金 造 成

制 度 改 革 促 進 基 金 取 崩

制 度 改 革 促 進 基金 期末 残高

収 支 差 額 変 動 準 備 金 繰 入

21年度実績

(単位：百万円、％)

期
末
基
本
財
産

富山県信用保証協会

　　　　　　　　　　　　　年度
　項目

　　　　　　　　　　　　　年度
　項目

金

融

機

関

等

負

担

金

年

度

中

出

捐

金

21年度実績 22年度計画
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５．経営諸比率

21年度計画

対計画比
増減

対前年度
実績比増減

対前年度
計画費増減

対前年度
実績比増減

保証平均料率 保証料収入/保証債務平均残高 0.94 0.92 △ 0.02 △ 0.18 0.74 △ 0.20 △ 0.18

運用資産収入の保証債務平残に対する割合 運用資産収入/保証債務平均残高 0.07 0.07 0.00 △ 0.02 0.06 △ 0.01 △ 0.01

経費率 経費(業務費＋雑支出)/保証債務平均残高 0.26 0.24 △ 0.02 △ 0.08 0.24 △ 0.02 0.00

(人件費率) 人件費/保証債務平均残高 0.16 0.15 △ 0.01 △ 0.02 0.14 △ 0.02 △ 0.01

(物件費率) 物件費/保証債務平均残高 0.10 0.10 0.00 △ 0.05 0.10 0.00 0.00

信用保険料の保証債務平残に対する割合 信用保険料/保証債務平均残高 0.50 0.46 △ 0.04 △ 0.12 0.45 △ 0.05 △ 0.01

支払準備資産保有率 (流動資産－借入金)/保証債務残高 7.87 7.72 △ 0.15 △ 0.39 7.64 △ 0.23 △ 0.08

固定比率 事業用不動産/基本財産 0.29 0.31 0.02 0.00 0.35 0.06 0.04

基金の基本財産に占める割合 基金/基本財産 31.79 34.72 2.93 3.06 34.84 3.05 0.12

求償権による基本財産固定率 (求償権残高－求償権償却準備金)/基本財産 12.80 11.74 △ 1.06 △ 0.23 12.38 △ 0.42 0.64

2,610百万円 2,203百万円 2,377百万円

基本財産実際倍率 保証債務残高/基本財産 19.67倍 22.77倍 22.99倍

代位弁済率 代位弁済額(元利計)/保証債務平均残高 3.11 2.70 △ 0.41 △ 0.46 2.56 △ 0.55 △ 0.14

回収率 回収(元本)/(期首求償権＋期中代弁(元利計)) 4.22 4.20 △ 0.02 0.07 3.77 △ 0.45 △ 0.43

　（注）１基本財産は、決算処理後のものである

　　　　２求償権による基本財産固定率の比率欄の下段数値は、年度末の求償権残高である

項　　　　目

富山県信用保証協会

算　　　　式

(単位：％)

21年度実績 22年度計画
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